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要請文 

 

私たち国際協力NGOは、2005年12月7日夕方に早稲田奉仕園で｢ODAはどうなる、緊急公

開討論会｣を開催しました。最近の国際協力銀行(JBIC)解体論議は、官房長官直属の「海

外経済協力に関する検討会」に付されましたが、このメンバーには市民やNGOの関係者は

含まれていません。さらに私たちからの参加要請にも関わらず、残念ながらこの場に関係

官庁及び ODA 実施機関からの公式の参加を得られませんでした。また当日、会場からは、

国際協力に携わるＮＧＯが「海外経済協力に関する検討会」におけるヒアリングに呼ばれ

るべきだとの声もあがっています。それゆえ私たちは、以下についてご配慮くださいます

よう強く要請します。 

 

１） 世界有数の供与大国である日本のODAの改革議論においては、狭い「省庁益」や

「国益」に左右されることなく、貧富の格差や環境破壊、それらに起因する諸問題に

苦しむ世界の人々のことを最も優先して議論を進めること 

 

２） 「海外経済協力に関する検討会での議論」は、常に情報を公開すること。具体的

には国際協力に携わるNGO等関係者を含む市民への公聴会を開き、広くパブリックコ

メントを求めるなど、日本社会の市民および海外の人々に開かれたものにすること 
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ＯＤＡ改革ネットワーク 

特定非営利活動法人  関西ＮＧＯ協議会 

特定非営利活動法人 名古屋ＮＧＯセンター 

2005年12月7日 NGO主催「ODAはどうなる、緊急公開討論会」参加者一同 

(連絡先)  特定非営利活動法人 国際協力ＮＧＯセンター（JANIC） 

   〒169-0051 新宿区西早稲田2-3-18 アバコビル5F 

    Tel: 03-5292-2911   Fax: 03-5292-2912 

E-mail: global-citizen@janic.org 

 


